令和２年度　岩手県地域福祉推進協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日時：令和２年12月17日（木）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13時30分～15時30分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場所：エスポワールいわて　特別ホール
次　　第
１　開　　会

２　あいさつ
３　委員紹介
４　会場選任

５　議　　事

　（１）第３期岩手県地域福祉支援計画の概要
　（２）第３期岩手県地域福祉支援計画の評価・取組状況等
　　　・　評価の目安とする項目の実績値の比較

　　　・　令和２年度 地域福祉支援計画関連事業に係る主な取組状況
　　　・　認定特定非営利活動法人インクルいわてによる取組事例発表
（３）地域共生社会の実現に向けた国の動向等

６　閉　　会
【出席委員（敬称略）】20名中13名出席（７名欠席）
	佐藤　哲郎
	岩手県立大学社会福祉学部　准教授

	田中　和弘
	野田村保健福祉課　課長

	稲葉　亘
	社会福祉法人岩手県社会福祉協議会　事務局次長

	昆野　宏彦
	社会福祉法人奥州市社会福祉協議会　課長

	上里　五月
	社会福祉法人一戸町社会福祉協議会　事務局長

	米田　ハツエ
	岩手県民生委員児童委員協議会　副会長

	吉田　均
	岩手県地域包括・在宅介護支援センター協議会　理事

	工藤　ミナ
	一般財団法人岩手県老人クラブ連合会　女性部会副部会長

	大信田　康統
	岩手県ひとにやさしいまちづくり推進協議会　副会長

	浦田　学
	一般社団法人岩手県ＰＴＡ連合会　副会長

	小枝指　好夫
	盛岡市町内会連合会　会長

	川原　直也
	特定非営利活動法人いわてＧＩＮＧＡ－ＮＥＴ　代表

	山屋　理恵
	認定特定非営利活動法人インクルいわて　理事長


【県側出席者】

　　（事務局）
	阿部　真治
	保健福祉部地域福祉課　総括課長

	淺沼　修
	保健福祉部地域福祉課　生活福祉担当課長

	鈴木　康平
	保健福祉部地域福祉課　主事

	一井　薫
	保健福祉部地域福祉課　主事


　
（関係室課）

	大内　毅
	保健福祉部保健福祉企画室　企画課長

	小川　修
	保健福祉部長寿社会課　総括課長

	中里　裕美
	保健福祉部子ども子育て支援室　室長


【傍聴者】

　　　一般　なし、報道　なし
１　開　　会

〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
　それでは、定刻となりましたので、ただいまから令和２年度岩手県地域福祉推進協議会を開催いたします。

２　挨　　拶
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
　開会に当たり、阿部総括課長から御挨拶申し上げます。

〇地域福祉課阿部総括課長


令和２年度岩手県地域福祉推進協議会の開会に当たり、御挨拶を申し上げます。

　本日は、大変お忙しい中お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。

　委員の皆様におかれましては、各分野において第一線で県民福祉の向上に御尽力いただいておりますことに対し、深く敬意を表する次第でございます。

現在、国では、少子・高齢化や人口減少、地域での支え合いなどの相互扶助機能の弱体化といった社会構造の変化の中で、人々が様々な生活課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けた取組を進めております。

　本県におきましては、平成21年度に「第１期岩手県地域福祉支援計画」を策定し、平成30年には、令和元年度から令和５年度までを計画期間とする第３期計画を策定して、「互いに認め合い、共に支え合いながら、誰もが安心して暮らし、幸福を実感できる地域社会の実現」を基本理念に、県民や関係機関等と協働し、地域福祉の推進に取り組んでいるところです。

　本協議会は、関係機関・団体の皆さまから県の地域福祉施策に関する意見をいただくとともに地域福祉支援計画の進行管理や評価等を行うため、平成24年度に設置したものであります。

本日の協議会では、第３期計画に基づく本年度の取組状況や、地域共生社会実現に向けた国の動向等について報告させていただくほか、子ども、生活困窮、被災者支援など多岐にわたる支援に取り組んでおりますインクルいわて山屋理事長様から事例発表いただくこととしております。

委員の皆様には、忌憚のない御意見を賜りますようお願い申し上げ、開会に当たっての御挨拶といたします。

　本日は、よろしくお願いいたします。
３　委員紹介

〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長

　次第に従いまして、委員紹介を行いたいと思います。便宜上、名簿順ということで御了承いただきたいと思います。
【名簿順に紹介】

〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
　ここで、本日、御欠席の委員を御紹介いたします。公益財団法人テクノエイド協会　大橋特別委員、盛岡市保健福祉部地域福祉課　工藤委員、大船渡市生活福祉部地域福祉課　佐々木委員、岩手県社会福祉士会　畠山委員、いわて子育てネット　両川委員、岩手県地域婦人団体協議会　千葉委員、いわて地域づくり支援センター　若菜委員は、所用により御欠席となっております。
４　会長選任
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
会長選任に入ります。要綱第３条第３項に基づき、会長は委員の中から互選により選任することとなりますが、事務局案としてよろしいでしょうか。

（異議なしの声）

　それでは、岩手県立大学の佐藤委員にお願いしたいのですが、よろしいでしょうか。

（異議なしの声）

それでは、佐藤委員に会長をお願いいたします。

では、佐藤委員には会長席に御移動の上、以後の進行をお願いいたします。

〇佐藤会長
　前回に引き続き、この大役を担わせていただくことになりました。岩手県立大学の佐藤哲郎と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

この中には再任の委員の方、また今回新たにメンバーとして加わった委員の方と、混在していく中での協議会運営というかたちになります。

今年は新型コロナウイルスが社会的に流行しまして、本県も遅ればせながら、流行し始めました。その間、考えながら、アイディアを出しながら行政施策、それぞれの団体様による御活動、また地域活動など、社会的な混乱がありながらも、何とか進めておられるものと推察しておりますし、本学についても、悩みながら取組を展開しているところです。

この協議会において、私が大事にしたいと申し上げたことが１点ございます。

何かというと、話し合いにより、しっかりと協議の場にしていきたいと考えております。
その上で、皆様にお願いがあるんですけども、それぞれのお立場から選出をされておられるので、御意見がある時には、激しいお言葉もいただきながら、岩手県の地域福祉施策であるとか、またそれに基づく、各市町村の活動等に反映させていければと、思っておりますので、何卒よろしくお願いいたします。

なお、この協議会については毎月行われるとか年間20回やるということではございませんので、回数自体に制限はございますけども、その中で身のある議論、また協議を進めていければと思います。私はそれをうまく橋渡しをするということを中心に、考えていきたいと思いますので、何卒よろしくお願いいたします。

以上でございます。

では、着座にて進めて参ります。

設置要綱第３条第５項により会長が職務代理者を指名することとされております。

稲葉委員を指名しますので、よろしくお願いします。
５　議　　事
〇佐藤会長
　それでは議事に入らせていただきます。議事の（１）岩手県地域福祉支援計画の概要について、事務局から説明をお願いいたします。

【事務局（地域福祉課鈴木主事）から地域福祉支援計画（概要版）の資料に基づき説明】
〇佐藤会長
　ただいまの説明につきまして、御質問、御意見等ございますでしょうか。
（沈黙）

行政計画は絵にかいた餅になることなど、懸念されましたので、この計画策定に当たっては、回数は限られていましたが、しっかり議論をしたということと、３つから４つの小グループに分かれて議論をした内容、エッセンスをできる限り反映していこうと、そして、盛り込まれたものだということを御承知おきいただければと思います。

質問等よろしいですか。
（沈黙）

では、（２）評価の目安とする項目の実績値の比較について、事務局から説明をお願いいたします。
【事務局（地域福祉課鈴木主事）から資料１に基づき説明】
〇佐藤会長
　ありがとうございます。

　ただいまの説明に御質問や御意見等ございましたら挙手をお願いします。いかがでしょうか。
（沈黙）
　では、私からよろしいでしょうか。
　住民支え合いマップですが、先程、事務局の説明の中では取り組む社協が増えたということで、定量的にはよくわかるんですけども、その一方で、私、とある市町村で複数の地区の住民支え合いマップづくりに、御一緒させていただいた経験がございます。支え合いマップ活動は、どのような地域づくりをするのか、地域の中でどのような地域福祉の仕組みを作っていくのかという、ツールとして、すごくいいものと認識しています。

その反面、作っただけで終わってしまう地区も実際にあるわけで、むしろ、市町村の担当者にお話を伺うと、それをうまく活用する地域は、まだまだ少数なんだという実態をお伺いしました。
昨年もお聞きしたんですけども、そういった定量的というよりかは、その支えマップというツール活用することで、どう、その地域が変化したのか、その中でどう行政、社会福祉協議会、もしくは関連する諸団体との活動が進んだかを検証するような場面、もしくはそういう機会というのはあるんでしょうか。
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
御質問ありがとうございます。

住民支え合いマップづくりの取り組みにつきましては、会長からお話があったように、具体的にその後の活動実態等を把握する段階には至ってないのが実情でございます。

そのため、地域づくりにはこういった手法があるということ、これが、地域づくりにおいては一定の役割を果たすことができるのではないかという考えをもって、被災地を中心に、取り組みを普及させている段階でございます。

次の段階としては、会長からお話あったように、これを活用して地域をどうつくっていくかというような視点をもって進めていきたいと考えております。
〇佐藤会長

ありがとうございます。

県全体の活動を把握したり、分析をしたりというのは、なかなか困難なことかもしれませんが、県内の市町村を軸に、この活動を通じてこんな地域づくりにつながったであるとか、こういった地域づくりができたというような事例を積み重ねていくと、この活動というのが、おそらくより一層見えてくるような気がしますので、本日、お越しいただいている委員の皆様も、各市町村であるとか活動の基盤の中で、そういった視点をもって見ていただければなと思いました。
いかがでしょうか。では、大信田委員お願いします。
〇大信田委員
⑧番の成年後見制度の利用促進に係るネットワークを構築している市町村数についてですが、この成年後見制度は今、本当に必要とされる制度なんだと思いながら、どうして全市町村においてネットワークが構築されていないのかが疑問です。
　県として、残る８市町村に対する支援をどのように実施して100％を目指していくのかその点について伺いたい。
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
　多くの市町村でネットワーク構築向けた様々な事業を実施してる状況でして、例えば地域の弁護士の先生とか、あるいは関係機関との連携の枠組みを作っている市町村が今のところ、25市町にとどまっているという状況でございます。

一方で、残りの8市町村においても、それぞれ地域で連携体制づくりに向けた検討は進めていただいてる段階でございまして、当課の担当職員が市町村等を訪問し、他の市町村での取り組み状況など、アドバイスしている状況です。引き続き、こうした支援に取り組みながら、残る市町村でもネットワークが構築されるように支援していきたいと考えております。
それから、関係機関が、弁護士の先生など様々な専門分野の方ですので、1市町村単位でネットワークを作るのが、難しい面もございます。

そういった意味で、県内では近隣の市町村と連携し、複数の市町村でネットワークを構築している取組が進んでおりますので、引き続き、単独の市町村でネットワークを作るのが難しい市町村においては、そういった近隣の複数市町村に働きかけるかたちで、ネットワークを作っていき、要配慮者の権利をしっかり守り、連携の体制を作るという考えで取り組んでいきたいと考えています。
〇大信田委員
　ありがとうございました。
〇佐藤会長

　そのほかいかがでしょうか。
（沈黙）

　この後でも構いませんので、もし質問等あれば、申し出ていただければと思います。

　では、続きまして、令和２年度地域支援計画関連事業に係る主な取組状況について、事務局から説明願います。
【事務局（地域福祉課鈴木主事）から資料２に基づき説明】

〇佐藤会長
　ただいまの説明に御質問等ございましたらお願いします。
　では、川原委員お願いします。

〇川原委員

　いわてＧＩＮＧＡ-ＮＥＴの川原と申します。普段、高校生や大学生と一緒にボランティア活動をしております。そういったこともありまして、何点か質問させてください。
　ボランティア体験inいわてについて、実際に体験した方の属性は、学生が多いのか、また年齢層や男性、女性の内訳等教えていただければと思います。
　あわせて、私たちの活動でもよくあるのが、ボランティア活動や地域福祉活動を学ぶ場面では、参加者からすごく大切だよねなど、そういう声が聞こえてきますが、その後の継続的なボランティア活動につながることが少ないと感じておりますので、そういった次につながるような活動や機会はあるものでしょうか。
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長

　今、ボランティア体験inいわてに参加いただいている方の内訳等のデータを持ち合わせていなくて、大変申し訳ございません。
　体験自体は社会福祉施設などを中心に幅広くいろいろな体験を準備しておりまして、多くの世代、男女問わず、参加していただけるような内容になっていると認識しております。
また、御意見いただきましたとおり、ボランティア体験後の活動につながることが重要と認識しておりますので、今後、そういった点を含めて把握していくよう、努めていきたいと思います。
〇地域福祉課阿部総括課長
少し補足させていただきます。ボランティア活動は、災害の時には脚光を浴びるんですが、一方で災害ではない、日常的なボランティア活動が不活発だという話しも聞いております。
そのため、いかに、災害時だけではなく、日常の中でボランティア活動の機運を高められるか、社会福祉協議会とも相談しているところですが、そういったあたりを考えていく必要があると認識しております。
また、この後に説明がありますけれども、重層的支援体制整備事業における地域づくりの取組や参加支援の中で、そういったボランティア活動をどう位置付けるか、関係者の皆様と議論を深めていきたいと思います。
〇佐藤会長

ボランティア体験後に、どう日常的なボランティア活動につながっていくのかという問題提起がなされたかと思います。これは重要な問題で、岩手県だけではなくて、全国的にも言われています。
突然、話をふってしまうのですが、県社協、市町社協から、それぞれ参加にしていただいているので、分かる範囲で結構です、ボランティア体験等を通じて、それがきっかけになって次の活動につながったという事例等あれば、提供いただければと思います。

〇稲葉委員
　ボランティア体験が、その後の活動にどうつながっているか、この問題意識はとても重要だと思います。
　直接の答えにならないかもしれませんが、我々の取組の中では、教育の団体等からの依頼を受けるなどしまして、あらゆる機会を活用してボランティアの意識醸成等を拡大していくという取組を行っております。
　県内ですと、スノーバスターズ等は地域特性を活かした活動につながったものと認識しておりますし、工業高校では車椅子を修理して施設に送るなど、そういった活動もありますので、こうした事例を参考にしながら、次の活動につなががりやすい仕組みが必要であると感じております。
〇昆野委員
　奥州市社会福祉協議会の昆野です。先ほど、災害ボランティアのお話しがありましたが、復興支援に関わるボランティアについては、集団準備支援が主だったんですが、徐々に住宅の引っ越しを含めて個別支援の方が重要になってきているものと認識しております。
そのため、私どものほうでは、応援隊というかたちで４、５人のグループで災害支援にあたるという活動を組織化しました。全国各地で災害が起こっていますが、そのときは東北地域を中心に、その組織が支援にあたるという活動につながっています。取組を継続させる上では、目的を共有することが非常に大事になると思っておりまして、それは随分、力を入れて取り組みました。
また、稲葉さんから学生さんのスノーバスターズとテクノボランティアの話しがありました。スノーバスターズは中学生の取組として位置付けられていますが、高校生になったらというと、継続活動にはつながらない。テクノボランティアも高校を卒業してしまうと、次につながらないというところがあって、なかなか継続性っていうのは難しいなと私も感じておりますので、今後、一緒に考えさせていただきたいと思っています。
地域活動の中には、ご近所さんがお手伝いをするいわゆる、包括ケアシステムの関係の生活支援の取り組みがあるんですが、それを住民の方々は、ボランティアだというような認識はないけれど、実際はボランティア活動をしているというケースもあります。
そのあたりの機運を高めていくことが私どもの仕事の中で重要だと思っています。
〇上里委員
一戸町社会福祉協議会の上里と申します。ボランティア体験に関しましては、町内でもいくつかの事業所が手を挙げているというふうには伺っておりますが、具体的な状況は当社協で把握しかねております。
社協のボランティア体験につきましては、中学校のスノーバスターズなど、いろいろやっております。最近ですと、高校生による認知症カフェ等のボランティア体験を何回かさせていただいております。

先日、高校さんと担当者が打合せをしてきたところです。学校からは、いろんな事業所、団体等から、ボランティアの案内がたくさん入るが、すべてには対応はできない、また、学校から生徒に対してボランティアにいけということで、半強制的なことになると、うまくないので、今後はボランティアの意識を子どもたちに醸成するという教育をしてほしいと言われてきました。主体的なボランティア参加の在り方等については、今後、学校と一緒に取り組んでいきたいと考えているところです。
日常的なボランティアについては、先程マップづくりの話がありましたが、マップづくりを通じて、自分たちの地域を理解してもらい、何が必要で自分たちがどんなことをしていけばいいのかという、気付きを、感じてもらうという意味も込めてやりたいと、担当が言っております。その後どうするんだという、活動の位置付けを考えながら取組を進めていきたいと思っております。

今年、当町では住民主体のボランティアグループが立ち上がりましたが、要請しても、そこに動ける人たちは実質、少ないというのが現状です。高齢化が進んできておりますので、ボランティアについても高齢者が高齢者を支えていくようなかたちになっています。そのため、今、計画の方でも、第２期の策定に向けて、動いてるとこですが、ボランティアセンターの強化について、力を入れていきたいと考えているところでございます。
〇佐藤会長

　これらの点については、今後の協議会において、重要なポイントになってきますので、今後も検証していきたいと思います。
　次に取組事例の共有ですが、これは、前回の協議会において、定量的な評価だけではなく、実際に県内の取組についてどのように行われているのかなど、共有することを目的に新たに設けたものでございます。
では、発表について、インクルいわて山屋理事長からお願いします。

〇山屋委員
インクルいわての山屋と申します。よろしくお願いいたします。資料３を御覧いただければと思います。

　私たちのＮＰＯ法人が立ち上がったのは震災の年です。東日本大震災当時はすべての人が大変な状況でしたが、特に支援が行き届いていない人は誰だろうと、当時連携して支援に関わっていたメンバーで話し合いをしたときに、「一人で子どもを育てている状況の家庭だよね」となりました。今ではひとり親世帯が大変であるということは、全国で問題視されていますが、たった10年前には、「子どもの貧困」や、「ひとり親」という言葉さえ、聞こえてこない、そんな時代でした。

　でも、当時から法律や福祉、教育、医療等の現場のメンバー全員が、ひとり親家庭支援の困難さを認識し、分かっていた、けど、何もしていなかった。
また、震災の日のあの一瞬で岩手では500世帯以上のひとり親世帯が生み出され、、父子家庭の割合が多く、その人たちを中心に支援をしたい、という思いで立ち上がったのが、インクルいわてです。
　そして、10月に任意団体として立ち上がり、ＮＰＯ法人になり、今年度は認定ＮＰＯになって、震災と共に歩んできた団体です。
　団体立ち上げのときにはビジョンを掲げます。、ここにあるとおり、「家族のカタチにかかわらず、誰もが生き生きと暮らしていける包摂された社会の実現に向けて一緒に活動します」というものです。

　ここにひとり親家庭、貧困とか女性とか、ＬＧＢＴといった言葉はないのですが、震災で家族のかたちが変わっても全ての人が包摂される、インクルージョンによる社会を作っていこう、中でも一番大変なひとり親を軸にして支援をしていけば、全ての人たちにとっても優しい仕組みが作れるのではないかと考えました。まずは子育て支援、就労支援、生活支援という３本柱をたてました。対人援助の現場で分かったことは当事者と支援者だけ頑張っても社会・地域に出て折れて戻ってくることばかりだったんですね。

　つまり当事者と支援者だけが頑張っても無理、社会が変わって地域で受け入れ支えあう仕組みが整わないと社会生活はできないし、復興もできないと思ったので、地域連携、地域づくりを最終目的に据えました。つまり、「当事者支援」と「地域づくり」を両輪にして色んな仕組みを作るために活動を開始しました。
　これまでの活動を振りかえってみると、思ったより多くのことを実施してきました。ただ、私たちがやりたくてやった取り組みは何一つありません。当事者の人たちから話を聞いて、これが必要とか、こういことがあればという声を実現したのが私たちの活動ですので、ここに挙げてあることは全て当事者の声、それを実現してきたものです。

　主な活動については、例えば、一億総活躍推進本部会議にも呼んでいただいて、一億総活躍プランを作るから、ひとり親世帯に何が必要か話をしてほしいと言われて、6つ提案したら、５つが実現しました。こういう実現の仕方もあるんだと勉強しました。
　あとは、東日本大震災後に大きな災害のあった熊本県さんにも呼んでいただきました。災害が起きると全国で同じような状況になるんだなということを学ばせていただきましたし、やはり次に備える、繰り返さない仕組みが必要という話しをさせていただきました。

　そして活動していく中で私たちは当事者支援と地域づくりのほかに、大きく変容する未来を見据えた仕組みを作る必要があると考えその視点も活動にいれるようにしました。、その背景が３ページになります。
昔と今は本当に大きく違っていて、「人口減少、家族のかたち、雇用システム、少子高齢化、人生100年時代」、これらのエッセンスを入れた取組をやっていこうということで、多方面の勉強をしてきました。
　人生100年時代というのは、今の中学生たちの半分以上が107歳まで生きるということなんですね。そういう時代は働き方とかいろんなものが変化している、どういった取組が必要なのかと。そして一番大きな問題がここにあります。「家族と働き方が変わると、人と人とのつながりが弱体化して、新たに社会的孤立が課題」になってきます。今の時代でいう「貧困」はただの貧乏というだけではなくて、社会的孤立が一緒になっているから、ますます苦しいんだなということが分かりました。
　そういった視点でみると、日本のひとり親世帯の貧困率は世界でみたときにワーストとなっていて、私たちが震災当時に話していた「ひとり親が大変」というのが、数字でもはっきりしたと残念な確信をもって取組を進めてきました。

　また、「家族のかたちが変わると、家族が担うと期待されてきた機能を、家族以外の第三者が関わらないと対応できない」ので、新しい仕組みが必要と考えるようになりました。

そういった社会の背景をうまくまとめてある国のレポートがあります。
　「不安な個人、立ちすくむ国家～モデル無き時代をどう前向きに生き抜くか」というタイトルです。これは厚生労働省ではなく、経済産業省が提出したものです。本にもなっているほか、150万ダウンロードもされているものです。ここには、貧困世帯は母子家庭が多い、その背景はたくさんあって、「母子家庭の貧困は社会のひずみの縮図であり、対処療法的な金銭給付だけでが解決策ではない」と記載されています。「母子家庭をみれば今の社会の課題が全部分かるよ、その解決策はお金の給付ではなくて、その背景をみて、解決策を講じなければたちゆかなくなるよ」と書いてあります。　

　背景が色別の枠になっていますが、水色の枠の中は「日本の働き方」が変わってきているから新しいかたちの就労支援が必要だよということが書いてあります。その隣の黄色い枠には、「育児は女性が担うという価値観」、そういった考え方が生きづらさを生んでいますよという、男女共同参画の問題。次に育児イコール家庭責任にするとここに大きく丸で書いてありますが、地域コミュニティが崩壊します。ここが重要で、子育て支援は地域づくりでもあって、しっかり子育て支援をすることがゆたかな地域づくりにつながります。
そして、右側の枠にあるのが「シルバー民主主義」です。子どもには投票権がないので、子ども向けの施策や支援は少なくなっています。70～74歳までの投票率は70％ですが、20～24歳までの投票率は30％と、ますます若者世代、子育て世代の施策がなくなってくると、困った時に助けてくれるシステム、仕組みは少なくなるというのが懸念されます。
こういった社会の課題が全部集まっているのがひとり親家庭なのだなということが分かりましたので、ここで、ますます勢いをつけて取り組んできました。

　次に4ページです。数年前の「消費税を上げる上げない」の話しになったときに、被災地代表ということで官房から声がかかり、お話をしてきました。宮城県では女川町の町長さんが代表で、なぜ、私たちが呼ばれたのか！？でした。その際に作成した資料です。消費税というと、家計とイコールです。私はもともと多重債務だとか、家計支援とかしていましたので、ここで家計支援のデータを作ろうということで、研究者を集めて急いで作って提出したデータになります。

　これを見ていくと、右の表に赤い字で12,083円とあります、日本の母子世帯はどんなに頑張っても、家計が毎月12,083円のマイナスになるというデータになります。なので、消費税が上がったらここをケアする施策を打たないと、ますます困窮しますということ話しました。
　さらに、資料の左側をみていただきまして、被災地の状況についても話してきました。下から２番目赤い文章は、母子世帯が家計のマイナスの部分をどうするかというと、「節約」です。しかし、家計の中で削れるところは、子どもの成長に必須の「食費、教育費、保健医療費」「食べることと、学ぶことと、医療にかかること」この３つしか削ることができないんですね。でもこの３つはとことん削ることができますが、この３つを削ることで子どもたちに影響が出る、だからこそ、「食べること」、「学ぶこと」、「医療にかかわること」この３つの施策をうってくださいと話しました。
　こういった中でも子どもの貧困はあまり、認知されていなくて、、「子どもの貧困」の法律ができて５年。たった、５年のエビデンスしかないので、海外の例をみていくと、２つ大きな改善ポイントがあることが分かりました。
　次のコマにあります、「適正な社会的相続と非認知能力を高めること」です。難しそうですが、特に「非認知能力」を高めることが重要で、これは「学力以外の力」、「人間力」とも訳されていて、自立する力や、やりぬく力などを指します。この能力を高めるためにはたったひとつ、「基本的信頼」が基盤となっている。この基本的信頼がないと非認知能力は上がりません。人を信じることができないと、非認知能力が上がらない。人を信じることは机の上で学べることではないので、嫌でも人と関わる機会を作っていく、意識的に人とつながる場を作っていくしかやりようがありません。
　そして、その下段、子どもだけではなく、「親への支援も重要なのだ」ということがもう一つのポイントです。子どもが貧困なわけではないですよね。よく貧困は連鎖すると言われています。でも、連鎖するといったときに、私たちが思わなければいけないのは、今、目の前で困っているお母さん、お父さんは15年、20年前この子と同じ顔をして泣いていた子どもだったということです。今、私たちがやるべきことは目の前のこの子が、大きくなって連れている子どもが泣くことがないように、今ここで食い止めるために何をするのかということです。
　5ページ目の取組事例ですが、2012年にひとり親向けの就労支援をしました。なぜなら、お母さんたちは様々な課題を背負ったままで、相談窓口に行けない、やっとの思いで窓口にいっても、働きなさいと言われるだけだと、皆さんお話しされていました。働けと言われても、ひとり親の皆さん、特に被災した人はいろんなものを失っています。心身ともにフリーズしている状況といってもいいくらい。でも働かなきゃと言って青い顔をしていました。そこで、どんな働き方が必要かを考えて、中間的就労支援を行いました。
　被災したシングルマザー６人とも、夫や両親が流されたとか、震災直後に夫が自死したとか、震災前から精神疾患を患っていた、など本当につらい状況だった６人がたった半年就労支援を受けるうちに元気を取り戻し、今も正規職員で働けるようになりました。
とういった当事者を支えるしくみづくりと共に、地域づくり、ネットワークを作らなければ！ということで、ひとり親家族支援を考えるシンポジウムを2012年に開催しました。こうしたひとり親の支援のシンポジウムは岩手で初めてでした。あとはそういった支援をしていく仲間をつくろうということで、ひとり親家族サポーター養成講座というものも開催しました。私たち、立ち上がったばかりですこしもお金がなかったものですから、色んなところからお金を集めて、「生活保護」の問題ですとか、「調停」の話しとか、「ＤＶ」[
「制度の活用」「ＬＧＢＴ」の話しなど12講座くらいあるんですが、これを毎年開催しました。
　次のページにいきます。子どもの居場所づくりということで、ひとり親の子どもたちからは話をきいて、習い事をしたことがないということだったので、書道教室や英語教室を開催したり、ピアノに触れてみるとかそういった体験をセットにして居場所づくりをしました。
　あとは、今は制度になりましたけども、震災直後からひとり親世帯の学習支援をやっていました。これらの支援は、すべての家庭にいつでも相談できるパーソナルサポートが付いている取り組みです。これについては、実際やってみると、お母さんたちが安心感をもち、どんどん変わっていく様子がわかりました。これが、参加した研修生の声ですけども、「すごく色々なことを知れて、自信につながりました。人に会うこと、外に出ることが恐怖になっていたが、改善されて学校のＰＴＡなどにも出られるようになり、この変化に自分でもびっくりしています」とあります。ＰＴＡに出ることは当たり前のことですが、でもそれができなかった。いろんな喪失感があるけれど、自分がひとり親だから、働かなきゃいけなかったり、何かすると自分が責められるのではないかと思っていたと、それが、自信をもって参加できるようになったという言葉があります。
　こちらのＣさんですが、この方は沿岸の行政の方が私たちの支援につないでくれた方ですが、お腹の子と、１歳と２歳の子だけが生き残って、全ての親族を失った方です。ここにきて取り組んでいたら、少しずつ気持ちも変化し、勉強も開始し、簿記２級の資格をとれるまで回復して、今もすごく元気に暮らしていらっしゃいます。
また、写真を載せていますが、ひとり親ハンドブックも作成しました。当時はひとり親世帯のハンドブックがありませんでした。あっても小さいペーパーものだったので、お母さんたちの希望でこういったものをお母さんたちが取材、編集し作成しました。県の担当者にも見せて、こういったものを作ってくださいと働きかけて、その後、新たに作成されました。
　次のページにいって、費用対効果についてです。こういう人たちを支えないでおくと生活保護に陥りやすくなります。そうすると、１世帯当たり1,600万円かかる。たった半年でも１年でも、親身になって「就労支援と体のケアと子どもの支援」と一体化してやっていくとコストが削減できるよという事例です。
　この事例で呼んでいただいたのが、一億総活躍会議でした。必要な支援策6つを全て話してきましたが、１つだけ実現しなかったのが、この中間就労支援でした。菊池桃子さんが委員で、この中でどれを一番やってほしいですかと聞かれたので、「すべてですが、中間就労支援でしょうか」と言ったのですが、これは制度になりませんでした。委員の方から内々にお話を聞いたら、こんなことできるのはインクルいわてしかないから、これは全国実施は無理だよねと言われました。でも、私たちは別に就労のプロではなくて、お母さんたちにとって必要なことを聞いて、積み上げてきてただけです。例えば、お母さんが中間就労をしているときに、子どもから電話がきたら、電話にでてくださいと言います。５分おき、10分おきでも電話に出てたんですね、そうすると最初は大変だけど、１か月もすると、子どもたちが、お母さんの働いていることに理解し、電話がこなくなる。お母さんはそこで働いたお金で焼き芋とか、スカートとか買っていくと、子どもたちが喜ぶ。そうすると、お母さんのことを安心して待つことができる。小さい事を積み重ねていったことで、被災地のお母さんたちは頑張れるんですという話しをしたんですけど、まだ、母子施策の方では制度にはなってなくて、困窮者支援の方では中間就労とか始まりましたが、少し残念だなと思っています。
ただ、児童手当の増額とか、空き家対策とかそういった取組は叶ったのでやはり提言してよかったなと思っています。
他にも、私たちが取り組んだのは被災者支援でした。復興庁・厚生労働省のよりそいホットラインという、生活困窮者自立支援制度の根拠を作るための電話相談の取組で、私はそこの被災3県の中央センター盛岡と、東北６県の拠点責任者をやらせていただきました。立ち上げ時には、各県を回って、行政とか、社協さんとか、民間団体含めて拠点をつくり、年間30万件の被災者から寄せられる相談を聞くということをしておりました。その際にわかった被災者支援のキーワードは５つです。「孤立、家族、暴力、自殺念慮、生活困窮」。特に自殺念慮は相談が多くありました。
10ページでは電話相談内容の内訳があります。その中でＬＧＢＴの人たちの存在、課題が明らかにされました。、県のほうでも男女共同参画プランに入れていただいて、日本の行政で初めてＬＧＢＴの相談窓口が作られたという取組にもつながっており、全国的に注目されています。
次に、こちらのデータは未来の日本のカタチのです。
あと４年後の2025年には単身世帯が最大になります。そこからたった５年後に全世帯の1/3が単身世帯になります。そこからさらに３年で４軒に１件が空き家に、そこから２年後には人口の約半分が独身者になります。これは独身が良いとか、悪いとかではなくて、子どもの問題は親の問題だよね、育児＝家庭責任が変わらない、他にも子育て問題は学校や行政がやればいいよね、などど子育ては自分とは関係ないと思う人が増えないといいなと危惧しています。子育ては、親の問題や行政、学校の問題ではなくて、地域で育てるものですので、これは自分の問題でもあると思う人が今から増えていかないとと思っています。そのためにも地域づくりに力をいれなけばならないと思っています。
　11ページにいきますと、村木さんからいただいた資料ですが、社会システムの中には必ず企業を入れること。市民が自立して、自分のことを考えることが重要だということで、書いていただいたものです。行政に頼るのではなくて、市民一人ひとりが自分事として考えて、地域づくりをしていくことが重要だと学びました。
12ページからは子ども食堂の紹介をさせていただきます。子どもの非認知能力を高めようとか、自分事として考えてもらうために、地域の人を巻き込みながら取り組んでいます。
一番左上のお肉の写真ですが、これは、とあるお肉屋さんからいただいたものです。
このお肉屋さんの方が「自分も大変な境遇で育った、しかし、多くの人に助けてもらって、今はお肉の卸売業者をやっている、ぜひ子どもたちに食べてほしい」と言って下さいました。
　こどもたちは「お肉のおじちゃん」と呼んでいつも楽しみにしていたのですが、あるとき、このお肉の送付が止まったんですね。私たちは事情を知っていたのですが、子どもたちがあまりに心配するので、「この間の災害で被災したから今、一生懸命頑張っているんだよ」と伝えたら、子どもたちが「お肉のおじゃちゃん大丈夫？」ととても心配したので、みんなでお手紙を出しました。そしたら返事がきました。そこにはこう書いてありました。｛みんなありがとう、僕がみんなを支えているつもりだったけど今度は僕がみんなに支えられた、支え、支えられるというのはこういうことなんだね、子どもたちみんなの力はすごいね｝という言葉でした。そのときに、これが「地域共生社会」の考え方なんだと教えられました。いつ誰が「支える側」「支えられる側」になるか分からないけれど、みんながいろんな力をもっていて、それを集めることが、その「地域の力」になるんだろうなと思いました。

　他にも、こんな話があります。子ども食堂では、企業さんがいろんな寄付をくださいます。あるとき子どもが、「企業ってお金をくれるところなんだね」と言ったので、これはまずい！と思って、ちゃんと「仕事」「会社」について知ってもらおう、企業さんは地域に貢献する仕事をしているんだそしてそこで働く人が「地域で一緒に暮らす大人なのだ」ということを知ってもらうために実施したものです。子どもは一人で家にいるより、こうやって地域の人たちとの出会いの中で時間を重ねて育つことで、心の栄養が違ってくるんだと思います。

　15ページですが、2017年には共生社会の実現を目指すシンポジウムを開催しまして、子ども食堂の事例を発表をしました。そうするうちに県内でもぽつぽつと子ども食堂の活動が増えてきて、県や市の担当課の協力を得ながら2018年５月には、子ども食堂のネットワークが作られました。県内でも確実に増えてきて35団体を数えます。先日もネットワークで研修会では、コロナ過の自殺念慮とかそういう社会課題がみえてきたので、県の自殺対策の担当課とも連携しながら開催したところです。

16ページには子ども食堂が地域にもたらすものということで記載しておりますので、あとで読んでいただければと思います。
　あと、やはりコロナ過で大変な人たちのために、この9か月の間に6つのプログラムを実施しました。コロナでも子どもの居場所と体験、学びを止めるわけにはいかないということで、森林組合さんや、いわてグルージャ盛岡さんなどの力をもらいながら、子どもの居場所づくりの取組みを実施しています。

　そして食堂が開けない時には、食べ物と一緒に支援制度の情報パンフレットを、提供するフードパントリーという取組を毎月、実施しています。
　18ページにいきまして、ひとり親の方たちが、「子どもの受験・進学が心配」とのことでしたので、元教員の方々に力を借りて、受験生応援プロジェクトを行いました。
また、いつも応援してくれる地元の企業さんも大変だということで、子どもたちが食べて支援する側にまわるなど、子どもたちと企業さんに対する「食べるお仕事応援プロジェクト」を実施しています。

自殺の増加、特に女性や子育て世帯が増えてきていることから、急遽、夜の電話相談を始めました。大変な人ほど窓口にきませんので、夜にですね、家に帰って、ほっとしたときに電話できるよう、土日も含めて年中無休で実施しています。
他にも年末におせち料理を配るという取組も実施しました。年末に孤立を感じますし、年末年始だちパート代は高いので、働きに出るお母さんたちが多いです。相談窓口も閉鎖されます。全部で300世帯に配りました。
次にいきます。これは、被災者支援の中から見えてきた支援と地域づくりの必要性です。ソーシャルキャピタルが重要で、これが高いと人の命が守れる。構成要素は、「交流」「他者への信頼」「社会参加」です。「他者への信頼」はここでも出てきています。子どもたちの非認知能力の基本と同じで、人を信頼することができなければ、その地域を守ることはできないということが分かりました。

　そして、こちらのスライドは、「まちに必要なものは何か、生き心地の良い町とは何か」色んな人がいたり、多様性に富んだほうがいいということですので、ぜひ読んでいただければと思います。
　こ9年でみえたこと、一番大切なことは一人一人が幸せであることです。いわて県民計画のキーワードにもなっています。そういったときにまだまだ日本の子どもたちの幸せは高くないということを、21ページでは、まとめています。
　こうしたことを、私たちは子どもやお父さん、お母さんたちに勉強させていただきながら、今は行政の事業としても被災者支援、自立相談支援や、自主事業など、様々実施しているところです。
　インクルいわては最初は4、5人で始まった団体でしたが、今は30人の職員で取り組んでいます。
最後に載せていますのは、団体が立ち上がったときに全国の皆さんからの岩手に対する応援メッセージですので、ぜひ見ていただければと思います。全部で80名の方々がくださいました。９年前のメッセージですが、このメッセージに沿う活動ができているかなと思いながら、また、これからの目標にもしながら活動しているところです。時間を超過しまして申し訳ございませんでした。以上になります。

〇佐藤会長

　ありがとうございました。本当は20分でしたが、嫌みとかではなく、発表を止めることをやめました。その理由というのは、やはり取り組んでいらっしゃるからこそ、熱が入っているのだろうと思いましたので、事務局と話しまして、自由にお話ししていただこうと、この後５分、10分の質疑を予定していますが、その時間だけでは完結させるには惜しい報告でありますし、この取組をもう少し具体的に詰めていけば、岩手県が抱えている課題にもつながってくることだと思いました。

　ですので、これは仮の話しですが、次回の開催に当たっては、形式的な報告事項等はなしにして、この報告を踏まえた岩手県の地域福祉の推進について、徹底的に議論したいと思いました。議論に当たっては小グループに分かれたりとか、手法は今後考えたいと思います。
本日の発表は岩手県の現状や課題、今後の方向性を見出してくれる素晴らしい報告でしたので、この熱を次回につなげていきたいと思います。
　では、時間が押しておりますが、事務局から地域共生社会の実現に向けた国の動向等について報告をお願いします。
【事務局（地域福祉課鈴木主事）から資料４に基づき説明】

〇佐藤会長

御意見、感想等あれば承りますが、よろしいでしょうか。
　では今後、先ほどお話しした、協議する場を設けたいと思いますので、その際はよろしくお願いいたします。では、事務局にお返しします。
６　閉　会
〇地域福祉課淺沼生活福祉担当課長
　佐藤会長樣ありがとうございました。それから皆様、大変貴重な御意見をいただきましてありがとうございました。
　山屋委員から発表いただいた内容については、地域共生社会の実現を考えるに当たって、非常に大事な御報告だと認識しております。会長からお話いただいた点を踏まえまして、次年度以降の重層的支援体制整備事業や包括的な支援体制の取組を進めるための議論を、実施していきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
　本日は、お忙しいところ御参加いただきありがとうございました。
　以上を持ちまして、令和２年度岩手県地域福祉推進協議会を閉会いたします。

　ありがとうございました。
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